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博物館登録事務の所管に係る検討について

令和７年の地方からの提案等に関する対応方針（令和７年12月23日閣議決定） （抄）

４ 義務付け・枠付けの見直し等
【文部科学省】
（９）博物館法（昭 26 法 285）及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律 （昭 
31 法 162）
博物館登録事務（博物館法 11 条）については、都道府県等及び関係者の意見を踏まえつ
つ、当該事務手続を行う際の制度面を含めた課題等を整理した上で、改善方策を検討し、令和
８年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。  

〇 今年度、本ワーキング・グループにおいて以下のような観点から検討を行う。
・社会教育の観点、政治的中立性、安定性・継続性の担保の観点
・文化に関するその他の事務やまちづくりに関する事務との連携の観点

〇 その上で、検討の結果については、文化施設部会に報告するとともに、本年末を目途に取りま
とめを予定している、同部会の報告にも反映していくことを予定。

博物館WG（R8.2.24）資料 一部更新



教育委員会と首長の職務分担

教育委員会

○学校教育に関すること

・公立学校の設置、管理、廃止

・教職員の人事・研修

・児童生徒の入学、転学、退学

・学校の組織編制、教育課程、生徒
指導

・教科書採択

・校舎等の施設の整備 等

○社会教育に関すること

・社会教育関係団体等に対する指導、
助言、援助
・博物館登録事務
・講座、集会の開設 等

○学校における体育に関すること 等

原則教育委員会が
管理・執行するが、
条例を制定すれば
首長に移管できる事

務

○文化に関すること

・文化事業の実施

・文化施設の設置、管理、廃止 等
○文化財の保護に関すること

○社会教育に関すること

・図書館、博物館、公民館等の設置、
管理、廃止

○スポーツに関すること

・スポーツ事業の実施

・スポーツ施設の整備 等

知事
市町村長

○教育、学術及び文化の振興に関
する総合的な施策の大綱の策定
○総合教育会議の招集
○大学に関すること
○私立学校に関すること
○教育財産の取得・処分

○契約の締結
○予算の執行



博物館登録制度について

登録博物館 博物館指定施設 博物館類似施設

博物館法 法 2条 法 31 条 な し

定義
都道府県教委又は指定都市教委の

登録審査を受けた館

国、都道府県又は指定都市教委が、
登録館に類する事業を行う施設

として指定した館

登録・指定施設以外で、

社会教育調査上把握してい
る館

登録要件

（設置主体）
国、独立行政法人以外の法人 制限なし 制限なし

登録要件

（その他）

館長・学芸員の必置

年間150日以上の開館

博物館資料の収集、保管、展示、調査研究を行う体制が

都道府県又は指定都市教委の定める基準に適合 等

学芸員相当職員の必置

年間100日以上の開館

資料の収集、保管、展示、調査研究を
行う体制が博物館事業に類する 等

制限なし

登録・指定主体 都道府県教委、指定都市教委 国、都道府県教委、指定都市教委 制限なし

主なメリット ○標本等として用いる物品を輸入又は寄贈された場合、関税免除。

（私立の場合は登録のみ適用） （関税定率法 第15条、同施行令 第17条）

○登録美術品制度に基づく美術品の公開が可能。

（美術品公開促進法 第2条）

○美術品補償制度の活用が可能。           （展覧会美術品損害補償法 第2条）

○希少野生動物種の個体の譲渡し等が可能。

（種の保存法 第12条第1項第9号、第48条の10、同施行規則第5条第2項第4号）

○土地等の譲渡を受けた場合、譲渡者に所得税の特別控除。

（租税特措法 第33条他）

○施設の用に供する宅地に対する換地計画において特別の考慮。

（土地区画整理法 第95条、同施行令第58条第8号）

○公益財団法人は、固定資産税、都市計画税、事業所税、不動産取

得税、法人住民税の非課税（株式会社は事業所税の非課税のみ）

○登録美術品制度に基づく美術品の
公開が可能。

（美術品公開促進法 第2条）

○美術品補償制度の活用が可能。
（展覧会美術品損害補償法 第2条）

○希少野生動物種の個体の譲渡し等
が可能。

（種の保存法 第12条第1項第9号、第48条の10、同施
行規則第5条第2項第4号）

○施設の用に供する宅地に対する換
地計画において特別の考慮。

（土地区画整理法 第95条、同施行令第58条第8号）
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◆

◆

◆

◆

◆

地方税法第348条第2項第9号

地方税法第73条の4第1項第3号

地方税法第701条の34第3項第3号

◆ 登録博物館のみに適用される優遇

（参考）



博物館の類型

登録博物館
（９６９館）

指定施設
（３７５館）

法律外の施設
（博物館類似施設）
（４４２２館）

定 義：博物館法に基づき都道府県・指定都市から登録を受けた博物館
設置者：あらゆる法人（国と独法を除く）
要 件：①資料の収集・保管・展示・調査研究の体制が都道府県教育委員会が

定める基準（以下「基準」）に適合すること
②学芸員その他の職員の配置が基準に適合すること
③施設・設備が基準に適合すること ④年間１５０日以上開館すること
設置者は定期的に都道府県・指定都市に報告
登録の際はインターネットで公表

定 義：博物館法に基づき都道府県・指定都市又は国から指定を受けた施設
設置者：限定なし（国又は独法が設置するものは国が指定）
要 件：登録に準じた要件（学芸員に相当する職員、年間100日開館）

指定の際はインターネットで公表

定 義：博物館と同種の事業を行い、博物館法第３１条に規定する指定施設と
同等以上の規模の施設

設置者：限定なし
要 件：なし

法
的
な
位
置
付
け
が
あ
る

法
的
な
位
置
付
け
が
無
い

活
動
・
体
制
を
充
実
し
て
登
録
を
目
指
す
流
れ

（館数の出典）令和６年度社会教育調査
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博物館登録の審査について

（登録の審査）
第十三条 都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれにも該当すると認めるときは、当該博物館の登録をしなけ
ればならない。

 一 当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当すること。
    イ 地方公共団体又は地方独立行政法人
ロ 次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（イに掲げる法人並びに国及び独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律
第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。第三十一条第一項及び第六項において同じ。）を除く。）
（１） 博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること。
（２） 当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が博物館を運営するために必要な知識又は経験を有すること。
（３） 当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が社会的信望を有すること。

二 当該申請に係る博物館の設置者が、第十九条第一項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者でないこと。
三 博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必
要なものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。

四 学芸員その他の職員の配置が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適
合するものであること。

五 施設及び設備が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するもので
あること。

六 一年を通じて百五十日以上開館すること。
２ 都道府県の教育委員会が前項第三号から第五号までの基準を定めるに当たつては、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。
３ 都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、あらかじめ、博物館に関し学識経験を有する者の意見を聴かなければならない。

（登録の実施等）
第十四条 登録は、都道府県の教育委員会が、次に掲げる事項を博物館登録原簿に記載してするものとする。
 一 第十二条第一項第一号及び第二号に掲げる事項
二 登録の年月日

２ 都道府県の教育委員会は、登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録の申請をした者に通知するとともに、前項各号に掲げる事項をイン
ターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。

●博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）（抄）
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（参考）第９次地方分権一括法（令和元年）時の通知

（出典）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律による社会教育
関係法律等の改正について（通知）：文部科学省

https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/1417798.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/1417798.htm


【登録博物館】 【新たな登録博物館】

【博物館相当施設】

（参考）令和４年度の博物館法改正のポイント

【旧制度】 【新制度】
全国的に博物館の数の増加を図るに当たって、
博物館の基本的、公共的な機能を確保するための制度

望ましい博物館像に向けた運営の改善促進等による
「底上げ」と「盛り立て」を図る制度

 すべての博物館が、その設置者にかかわらず、望ましい博物館像に向けて自らの運営を改善することを促
すことにより、博物館の「底上げ」と「盛り立て」を図る登録・指定制度へ

 また、博物館と地方公共団体、学校、社会教育施設などの関係機関・民間団体が相互に連携を図るよう努
めることを規定し、博物館が地域の活力の向上に寄与する役割を期待

その他の施設（博物館類似施設）
その他の施設

対象：地方公共団体
一般社団法人もしくは一般財団法人
宗教法人等政令で定める者

審査：外形的な基準に基づき審査
法律上の目的を達成するために必要な
① 博物館資料があること
② 学芸員その他の職員を有すること
③ 建物及び土地があること
④ 一年を通じて150日以上開館すること

対象：設置者による要件を撤廃
（国・独法以外の設置者はすべて対象に）

審査：活動内容の質等について実質的に審査
・設置者の経済的基礎・社会的信望
・資料の収集・保管・展示、調査研究の体制※

・学芸員等の職員の配置※

・事業を行うにふさわしい施設や設備※

・一年を通じて150日以上開館すること
（※は、省令を参酌し各都道府県が基準を設定）
 

審査：外形的な基準に基づき審査
対象：設置者による限定なし

学校法人、株式会社、
社会福祉法人等は対
象外

活動の質や公益性を
担保し、向上を促す
ことができていない

【指定施設】
審査：登録博物館の審査基準を踏まえ規定
対象：設置者による限定なし

9
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（参考）関係法令

●地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）
（教育委員会の職務権限）
第二十一条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げるものを管理し、及び執行する。
一 教育委員会の所管に属する第三十条に規定する学校その他の教育機関（以下「学校その他の教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関すること。
二 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産（以下「教育財産」という。）の管理に関すること。
三 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関すること。
四 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に関すること。
五 教育委員会の所管に属する学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関すること。
六 教科書その他の教材の取扱いに関すること。
七 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。
八 校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。
九 校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、厚生及び福利に関すること。
十 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。
十一 学校給食に関すること。
十二 青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。
十三 スポーツに関すること。
十四 文化財の保護に関すること。
十五～十八 （略）
十九 前各号に掲げるもののほか、当該地方公共団体の区域内における教育に関する事務に関すること。

（職務権限の特例）
第二十三条 前二条の規定にかかわらず、地方公共団体は、前条各号に掲げるもののほか、条例の定めるところにより、当該地方公共団体の長が、次の各号に掲
げる教育に関する事務のいずれか又は全てを管理し、及び執行することとすることができる。
一 図書館、博物館、公民館その他の社会教育に関する教育機関のうち当該条例で定めるもの（以下「特定社会教育機関」という。）の設置、管理及び廃止
に関すること（第二十一条第七号から第九号まで及び第十二号に掲げる事務のうち、特定社会教育機関のみに係るものを含む。）。
二 スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。
三 文化に関すること（次号に掲げるものを除く。）。
四 文化財の保護に関すること。
２ 地方公共団体の議会は、前項の条例の制定又は改廃の議決をする前に、当該地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければならない。

（教育機関の設置）
第三十条 地方公共団体は、法律で定めるところにより、学校、図書館、博物館、公民館その他の教育機関を設置するほか、条例で、教育に関する専門的、技
術的事項の研究又は教育関係職員の研修、保健若しくは福利厚生に関する施設その他の必要な教育機関を設置することができる。
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（参考）関係法令

●博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）①
（目的）
第一条 この法律は、社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）及び文化芸術基本法（平成十三年法律第百四十八号）の精神に基づき、博
物館の設置及び運営に関して必要な事項を定め、その健全な発達を図り、もつて国民の教育、学術及び文化の発展に寄与することを目的とする。

 （館長、学芸員及び学芸員補等の研修）
第七条 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、館長、学芸員及び学芸員補その他の職員に対し、その資質の向上のために必要な研修を行うよう
努めるものとする。

（登録）
第十一条 博物館を設置しようとする者は、当該博物館について、当該博物館の所在する都道府県の教育委員会（当該博物館（都道府県が設置する
ものを除く。）が指定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をいう。以下同じ。）の区域
内に所在する場合にあつては、当該指定都市の教育委員会。第三十一条第一項第二号を除き、以下同じ。）の登録を受けるものとする。

（登録の申請）
第十二条 前条の登録（以下「登録」という。）を受けようとする者は、都道府県の教育委員会の定めるところにより、次に掲げる事項を記載した登録申請
書を都道府県の教育委員会に提出しなければならない。
一 登録を受けようとする博物館の設置者の名称及び住所
二 登録を受けようとする博物館の名称及び所在地
三 その他都道府県の教育委員会の定める事項
２ 前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
一 館則（博物館の規則のうち、目的、開館日、運営組織その他の博物館の運営上必要な事項を定めたものをいう。）の写し
二 次条第一項各号に掲げる基準に適合していることを証する書類
三 その他都道府県の教育委員会の定める書類

（登録の審査）
第十三条 都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれにも該当すると認めるときは、当該博物館の登録をしなければならな
い。
一 当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当すること。
イ 地方公共団体又は地方独立行政法人
ロ 次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（イに掲げる法人並びに国及び独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）
第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。第三十一条第一項及び第六項において同じ。）を除く。）
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（参考）関係法令

●博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）②
（１） 博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること。
（２） 当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が博物館を運営するために必要な知識又は経験を有すること。
（３） 当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が社会的信望を有すること。
二 当該申請に係る博物館の設置者が、第十九条第一項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者でないこと。
三 博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものと
して都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。
四 学芸員その他の職員の配置が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するもの
であること。
五 施設及び設備が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。
六 一年を通じて百五十日以上開館すること。
２ 都道府県の教育委員会が前項第三号から第五号までの基準を定めるに当たつては、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。
３ 都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、あらかじめ、博物館に関し学識経験を有する者の意見を聴かなければならない。

（登録の実施等）
第十四条 登録は、都道府県の教育委員会が、次に掲げる事項を博物館登録原簿に記載してするものとする。
一 第十二条第一項第一号及び第二号に掲げる事項
二 登録の年月日
２ 都道府県の教育委員会は、登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録の申請をした者に通知するとともに、前項各号に掲げる事項をインターネット
の利用その他の方法により公表しなければならない。

（変更の届出）
第十五条 博物館の設置者は、第十二条第一項第一号又は第二号に掲げる事項を変更するときは、あらかじめ、その旨を都道府県の教育委員会に届け
出なければならない。

２ 都道府県の教育委員会は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る登録事項の変更登録をするとともに、その旨をインターネットの利用
その他の方法により公表しなければならない。

（都道府県の教育委員会への定期報告）
第十六条 博物館の設置者は、当該博物館の運営の状況について、都道府県の教育委員会の定めるところにより、定期的に、都道府県の教育委員会に
報告しなければならない。



13

（参考）関係法令

●博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）③
（報告又は資料の提出）
第十七条 都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館の適正な運営を確保するため必要があると認めるときは、当該博物館の設置者に対し、その
運営の状況に関し報告又は資料の提出を求めることができる。

（勧告及び命令）
第十八条 都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館が第十三条第一項各号のいずれかに該当しなくなつたと認めるときは、当該博物館の設置
者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告することができる。

２ 都道府県の教育委員会は、前項の規定による勧告を受けた博物館の設置者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかつたときは、当該博
物館の設置者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

３ 第十三条第三項の規定は、第一項の規定による勧告及び前項の規定による命令について準用する。

（登録の取消し）
第十九条 都道府県の教育委員会は、その登録に係る博物館の設置者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該博物館の登録を取り消すことができ
る。
一 偽りその他不正の手段により登録を受けたとき。
二 第十五条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。
三 第十六条の規定に違反したとき。
四 第十七条の報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。
五 前条第二項の規定による命令に違反したとき。
２ 第十三条第三項の規定は、前項の規定による登録の取消しについて準用する。
３ 都道府県の教育委員会は、第一項の規定により登録の取消しをしたときは、速やかにその旨を、当該登録に係る博物館の設置者に対し通知するととも
に、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。

（博物館の廃止）
第二十条 博物館の設置者は、博物館を廃止したときは、速やかにその旨を都道府県の教育委員会に届け出なければならない。
２ 都道府県の教育委員会は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る博物館の登録を抹消するとともに、その旨をインターネットの利用そ
の他の方法により公表しなければならない。
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（参考）関係法令

●博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）④
（都道府県又は指定都市の設置する博物館に関する特例）
第二十一条 第十五条第一項、第十六条から第十八条まで及び前条第一項の規定は、都道府県又は指定都市の設置する博物館については、適用しな
い。

２ 都道府県又は指定都市の設置する博物館についての第十五条第二項、第十九条第一項及び第三項並びに前条第二項の規定の適用については、
第十五条第二項中「前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る登録事項」とあるのは「その設置する博物館について第十二条第一項第一
号又は第二号に掲げる事項に変更があるときは、当該事項」と、第十九条第一項中「登録に係る博物館の設置者が次の各号のいずれかに該当する」と
あるのは「設置する博物館が第十三条第一項第三号から第六号までのいずれかに該当しなくなつたと認める」と、同条第三項中「その旨を、当該登録に係
る博物館の設置者に対し通知するとともに、」とあるのは「その旨を」と、前条第二項中「前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る」とあるのは
「その設置する博物館を廃止したときは、当該」とする。

（規則への委任）
第二十二条 この章に定めるものを除くほか、博物館の登録に関し必要な事項は、都道府県の教育委員会の規則で定める。

（都道府県の教育委員会との関係）
第二十九条 都道府県の教育委員会は、博物館に関する指導資料の作成及び調査研究のために、私立博物館に対し必要な報告を求めることができる。
２ 都道府県の教育委員会は、私立博物館に対し、その求めに応じて、私立博物館の設置及び運営に関して、専門的、技術的の指導又は助言を与える
ことができる。

第三十一条 次の各号に掲げる者は、文部科学省令で定めるところにより、博物館の事業に類する事業を行う施設であつて当該各号に定めるものを、博物
館に相当する施設として指定することができる。
一 文部科学大臣 国又は独立行政法人が設置するもの
二 都道府県の教育委員会 国及び独立行政法人以外の者が設置するもののうち、当該都道府県の区域内に所在するもの（指定都市の区域内に所
在するもの（都道府県が設置するものを除く。）を除く。）
三 指定都市の教育委員会 国、独立行政法人及び都道府県以外の者が設置するもののうち、当該指定都市の区域内に所在するもの
２～６ （略）
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